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5
け、民間事業者が運営する小規模保育事業所の開
設等を支援するとともに、事業開始から5年目を
迎える本市独自の｢こしがや｢プラス保育｣幼稚園
事業｣のさらなる定着を図り、保育定員の拡大に
努めてまいります。また、医療的ケアなどの特別
な支援を必要とする児童への保育をはじめとする
多様なニーズにも対応してまいります。
　子どもの安全確保については、認定こども園や
障がい児通所支援事業所等を対象に、送迎バスに
おける置き去り事故を防止するための安全装置の
設置費用や子どもの見守りサービスに係る機器導
入経費を補助するなど、子どもの命を守る取り組
みを進めてまいります。
　公立保育所については、(仮称)緑の森公園保育
所の建設工事を令和6年度にかけて実施してまい
ります。
　学童保育室については、川柳小学校の学校施設
を有効活用し、川柳学童保育室の拡充を図るな
ど、待機児童の解消に取り組むとともに、保護者
の就労支援と放課後児童の健全育成に努めてまい
ります。
　プレーパークについては、事業の拡充に向け
て、自治体版クラウドファンディングを活用し、
移動型拠点施設を整備してまいります。
　障がい者福祉については、地域の社会資源を活
用しネットワークを構築する面的整備型の｢地域
生活支援拠点等｣の運用開始に向けた準備を進
め、障がいのある方が家庭での緊急時にショート
ステイ等を利用できる仕組みを整備するほか、相
談支援事業では、｢地域生活支援拠点等｣の運用に
不可欠なコーディネーター役を担う基幹相談支援
センターの設置を進め、地域の相談支援機能を強
化してまいります。また、地域適応支援事業をは
じめとした就労支援に引き続き取り組んでまいり
ます。
　高齢者福祉については、｢こしがや元気“光齢
者”プロジェクト｣を通じて、生きがいを持って
スポーツや文化活動に取り組むことができる環境
づくりや就業支援に努めるなど、高齢者の社会参
加を推進してまいります。また、市民の皆様が自
ら実施する介護予防活動に対する支援のさらなる
充実を図るとともに、加齢性難聴高齢者に対する
補聴器購入への助成やスマートフォンによる健康
アプリを活用したフレイル予防に取り組んでまい
ります。さらに、高齢者を狙った消費者被害を未
然に防止するため、消費生活講座や出張講座の開
催等による啓発活動や通話録音機器の貸与等を実
施してまいります。
　成年後見事業については、地域の関係機関・団
体等と連携しながら制度の普及・啓発や個別相談
への対応等を行うとともに、後見人となる担い手
の確保を図るため、報酬助成の対象を拡大するな
ど、制度のさらなる利用促進や支援体制の充実に
努めてまいります。
　介護保険事業については、第8期越谷市高齢者
保健福祉計画・介護保険事業計画に基づき、介護
保険制度の適正な運用と介護保険施設等の整備・
充実、介護人材の確保・育成を通じた介護サービ
スの質の向上に努めるとともに、令和6年度から
令和8年度までを計画期間とする第9期越谷市高齢
者保健福祉計画・介護保険事業計画の策定に取り
組んでまいります。
　国民健康保険については、将来にわたり、だれ
もが必要な医療を安心して受けることができる持
続可能な財政運営を目指し、医療費の適正化や国

民健康保険税の収納率の向上に努めてまいりま
す。また、引き続き特定健康診査の受診率向上や
生活習慣病重症化予防などの取り組みを進め、被
保険者のさらなる健康の保持増進に努めてまいり
ます。

　都市計画については、越谷市都市計画マスター
プランに基づき、持続可能な活力ある都市づくり
に取り組んでまいります。
　南越谷駅・新越谷駅周辺地域については、新た
なにぎわい創出及び地域経済の活性化を図るた
め、地域の核である越谷サンシティの再整備に向
け、実施方針等の策定に取り組んでまいります。
　西大袋土地区画整理事業については、道路など
の都市基盤の整備を円滑に進めながら、良好な居
住環境の形成に向けて健全な市街地の整備を推進
してまいります。
　道路については、主要幹線である都市計画道路
越谷吉川線、川柳大成町線及び健康福祉村大袋線
の整備を推進し、安全で利便性の高い道路網の整
備を進めてまいります。また、橋梁については、
計画的な修繕・補修を進めるとともに、緊急輸送
道路などに架かる橋梁の耐震化を図り、震災時に
おける通行の確保に努めてまいります。さらに、
都市防災機能の強化、安全で快適な歩行空間の確
保、良好な都市景観の創出を図るため、越谷市無
電柱化推進計画に基づき、千間台駅西口線におけ
る電線類の地中化を推進してまいります。
　道の駅については、道路利用者の利便性の向上
と地域の活性化に資するとともに、災害時の防災
機能など、多面的要素を持つ施設の整備に係る検
討等を行ってまいります。
　公共交通については、越谷市地域公共交通計画
に基づき、公共交通を利用しやすい環境の整備に
取り組むとともに、本市に適した公共交通の取り
組みを検討するため、｢持続可能な公共交通に関
する意見交換会｣を開催し、地域の皆様の声を聴
いてまいります。
　公園や緑地については、市北部地域の緑の拠点
となる平方公園の拡張整備を推進するとともに、
(仮称)西大袋第1号公園など地域に身近な公園の
整備や(仮称)大成町公園の整備に向けた取り組み
を進めてまいります。
　治水対策については、気候変動に伴う水災害が
頻発・激甚化する中、浸水被害のさらなる軽減に
向け、せんげん台駅東口等においてポンプ施設を
整備するとともに、流域の治水安全度向上を図る
ため、平新川調整池などの貯留施設整備を進めて
まいります。
　公共下水道については、汚水の処理と雨水の排
除による生活環境の改善や浸水の防除、さらには
公共用水域の水質保全を図ってまいります。ま
た、越谷市下水道事業経営戦略に基づき、中長期
的な視点に立った計画的な事業運営を行い、経営
基盤の強化に努めてまいります。
　開発行為については、盛土規制法に基づき、宅
地造成等工事規制区域の指定に向けて取り組んで
まいります。
　マンション管理の適正化の促進については、分
譲マンションの管理組合に対して適正な管理を支
援するため、マンション管理士を派遣するととも
に、本市の実情を踏まえ、マンション管理に関す
るマスタープランとなる｢マンション管理適正化
推進計画｣の策定に取り組んでまいります。

　市営住宅については、旧耐震基準で建設された
4つの団地の建て替え等の検討を行い、多様な
ニーズを考慮した適切な住戸を供給し、将来にわ
たり必要な戸数を確保するため、｢市営住宅再整
備基本計画｣の策定に取り組んでまいります。

　環境施策については、越谷市環境管理計画や越
谷市地球温暖化対策実行計画に基づき、新たに小
中学校や地区センターなど75か所で使用する電力
約1,430万kWhを再生可能エネルギー電力に
100％転換するほか、公用車への電気自動車等の
導入を推進するとともに、市内の太陽光発電設備
や蓄電池、電気自動車等の導入支援を進めてまい
ります。また、環境省が行う脱炭素先行地域の選
定に向け調査・検討を進めるとともに、市内の再
生可能エネルギーを地域内で循環させることがで
きるようエネルギーマネジメントのシミュレー
ションを実施し、エネルギーの地産地消の仕組み
の構築に取り組んでまいります。さらに、大気や
水質等の環境モニタリングや有害鳥獣対策の充実
により、安全で快適な生活環境の保全に努めてま
いります。
　廃棄物対策については、資源循環型の地域社会
を目指し、ごみの排出抑制を促すリデュースの取
り組みや使用済みのペットボトルを新たなペット
ボトルとしてリサイクルする｢ボトルtoボトル｣な
ど、4Rを推進し、さらなるごみの減量と資源化
に取り組んでまいります。また、不法投棄などの
不適正処理に対して、監視カメラの設置や職員に
よる巡回パトロールの強化等を実施してまいりま
す。
　災害対策については、越谷市国土強靱化地域計
画をはじめとする各種計画に基づき、ハード・ソ
フト両面からの災害に強いまちづくりを推進する
とともに、自主防災組織への活動支援や防災リー
ダーの養成、避難所開設訓練の実施など、地域防
災力の強化を図ってまいります。また、防災ラジ
オや防災アプリなどを活用した情報発信の充実強
化に努めてまいります。
　消費生活問題については、啓発内容の充実を図
りながら、巧妙化する特殊詐欺や悪質商法の被害
防止に取り組むとともに、成年年齢の引き下げに
よる消費者被害を防止するため、若年者への啓発
活動を実施してまいります。
　消防については、消防活動の拠点となる間久里
分署を建て替えるため、基本設計などを行ってま
いります。また、複雑多様化する消防需要に対応
するため、県内東南部地域の消防指令事務を管理
及び執行する共同消防指令センターの整備に向け
た取り組みを進めてまいります。さらに、水槽付
消防ポンプ自動車などの消防車両の更新や消防ド
ローンの導入を図るなど、災害対応力の向上に努
めてまいります。
　救急については、関係機関と連携を図り、新型
コロナウイルス感染症を含め増加する救急需要に
も対応できるよう救急自動車を増車し、救急搬送
体制を強化するほか、救命効果の向上を図るた
め、公共施設等に設置したAEDの維持管理や応
急手当の普及・啓発に取り組んでまいります。
　消防団については、ホームページや広報紙等を
活用して消防団員の入団促進を図るとともに、消
防団施設の整備、消防車両の更新や消防団員の装
備の充実などに努めてまいります。また、さくら
分団や学生機能別団員に対し、大規模災害発生時
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